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１ 静岡県石油コンビナート等防災本部条例 
         
 （趣旨） 
第１条 この条例は、石油コンビナート等災害防止法（昭和 50 年法律第 84 号以下「法」という。）

第 28 条第９項の規定に基づき、静岡県石油コンビナート等防災本部（以下「防災本部」という。）

の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
 
 （本部員及び専門員） 
第２条 法第 28 条第５項第４号の規程により指名される本部員の定数は 13 人以内とし、同項第９号

の規程により任命される本部員の定数は７人以内とする。  
２ 法第 28 条第５項第９号の規定により任命される本部員の任期は、２年とする。ただし、補欠の

本部員の任期は、前任者の残任期間とする。 
３ 前項の本部員は、再任されることができる。 
４ 専門員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 
 
 （幹事） 
第３条 防災本部に、幹事を置く。 
２ 幹事は、防災本部の本部員の属する機関又は特定事業所の職員のうちから、知事が任命する。 
３ 幹事は、防災本部の所掌事務について、本部員及び専門員を補佐する。 
 
 （部会） 
第４条 防災本部は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 
２ 部会に属すべき本部員及び専門員は、本部長が指名する。 
３ 部会に部会長を置き、本部長の指名する本部員をもってこれに充てる。 
４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 
５ 部会長に事故があるときは、部会に属する本部員のうちから部会長があらかじめ指名する者がそ

の職務を代理する。 
 
 （委任） 
第５条 この条例に定めるもののほか、防災本部の議事その他防災本部の運営に関し必要な事項は、

本部長が防災本部に諮って定める。 
 
     附  則             
  この条例は、公布の日から施行する。 
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２ 静岡県石油コンビナート等防災本部運営要領 
 (趣旨) 
第１条 この要領は、静岡県石油コンビナート等防災本部条例（昭和 51 年静岡県条例第 55 号）第５

条の規定に基づき、静岡県石油コンビナート等防災本部（以下「本部」という。）の運営に関し、

必要な事項を定めるものとする。 
（会議の招集） 
第２条 本部の会議（以下「会議」という。）は、必要の都度本部長が招集し、本部長がその議長とな

る。 
２ 会議の招集は、会議開催の場所及び日時並びに本部に付議する事項をあらかじめ、各本部員に通

知して行う。 
（定足数） 
第３条 会議は、本部長及び本部員の過半数の出席がなければこれを開くことができない。 
（議決） 
第４条 会議の議事は、出席本部員の過半数で決し、可否同数の場合は、本部長の決するところによ

る。 
（本部員の代理出席） 
第５条 本部員は、やむを得ない事情により会議に出席できないときは、その代理者を出席させるこ

とができる。 
２ 本部員及びその代理者が共に出席できないときは、あらかじめその旨を本部長に届け出なければ

ならない。 
（専決処分） 
第６条 本部長は、会議を招集する暇がなく、その他やむを得ない事情により会議を招集することが

できないときは、本部が処理すべき事項のうち軽易なものについて専決処分することができる。 
２ 本部長は、前項の規定により専決処分したときは、次の会議に報告し、承認を求めなければなら

ない。 
（部会） 
第７条 部会は、部会長が必要と認めたときに招集する。 
２ 本部長は、部会に出席し、発言することができる。 
３ 第２条第２項及び第３条から第５条までの規定は、部会に準用する。 
（議事録） 
第８条 会議の議事については、議事録を作成し、本部長の指名する出席本部員２名以上がこれに署

名押印しなければならない。 
（庶務） 
第９条 本部の庶務は、静岡県総務部危機管理局消防室において処理する。 
   附則 
この要領は、昭和51年 11月８日から施行する。 

この要領は、平成16年６月16日から施行する。 

この要領は、平成21年４月１日から施行する。 
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３ 石油コンビナート防災本部本部員・幹事名簿 
 
本部長      静岡県知事  
石災法第２８条第４項による本部長職務代理者 静岡県副知事  
区分 機 関 名 本 部 員 幹 事 

関東管区警察局 広域調整部長 災害対策官 
関東東北産業保安監督部 部長 保安課長 

中部地方整備局 局長 
清水港湾事務所長 
静岡国道工事事務所長 

清水海上保安部 部長 警備救難課長 

１号 

静岡労働局 局長 安全衛生課長 
２号 陸上自衛隊第 34 普通科連隊 連隊長 第三科長 
３号 静岡県警察本部 本部長 災害対策課長 

副知事 ― 

危機管理監 
次長 
消防室長 

企画部長 総務室長 
県民部長 総務監 
厚生部長 政策監 
産業部長 総務監 
建設部長 政策監 
企業局長 経営室長 

４号 静岡県 

清水港管理局長 港営課長 
５号 静岡市 市長 防災指導課長 
７号 静岡市消防防災局 消防長 警防課長 

清水地区石油コンビナート等 
特別防災区域協議会 

会長 
鈴与液体物流サービス㈱ 
常務取締役 

８号 
清水地区石油コンビナート等 
特別防災区域協議会 

副会長 
東燃ゼネラル石油㈱ 
環境安全課長 

中部運輸局静岡運輸支局 支局次長 首席運輸企画専門官 
静岡地方気象台 台長 防災業務課長 
東海旅客鉄道㈱静岡支社 支社長 総務課長 

９号 

日本赤十字社静岡支部 事務局長 救護・青年課長 
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４ 防災関係機関一覧表 

 機関名  担当部課 
電話番号（内線）

FAX 番号（内線）

夜間・休日の 

連絡先（内線）
住   所 

総務省消防庁 特殊災害室 
03-5253-7528 

03-5253-7538 

03-5253-7777 

03-5253-7553 

〒100-8927 

東京都千代田区霞ヶ関2-1-2 

経済産業省 
原子力安全・保安院 

保 安 課 

03-3501-1706 

03-3501-2357 
 

〒100-8986 

東京都千代田区霞ヶ関1-3-1 

関東管区警察局 
広 域 調 整 部 

広域調整第二課 

048-600-6000 

048-601-5022 
048-600-6000 

〒330-9726 

埼玉県さいたま市中央区新都心2-1

関東経済産業局 
総 務 企 画 部  

総 務 課  

048-600-0211 

048-601-1310 
048-600-0211 

〒330-9715 

埼玉県さいたま市中央区新都心1-1

関東東北産業保安 

監督部 
保 安 課 

048-600-0294 

048-601-1317 
090-2665-3109

〒330-9715 

埼玉県さいたま市中央区新都心1-1

中部地方整備局 企画部防災課 
052-953-8357 

 
 

〒460-8514 

愛知県名古屋市中区三ノ丸2-5-1 

清水港湾事務所 
054-352-4149 

054-353-3072 
 

〒424-0922 

静岡市清水区日の出町7-2 
中部地方整備局 

静岡国道事務所 
054-250-8906 

054-252-5809 

054-250-8906 

054-252-5809 

〒420-0054 

静岡市葵区南安倍2-8-1 

静岡地方気象台 防 災 業 務 課 
054-282-3521 

054-287-8304 

054-282-3521 

054-287-8304 

〒422-8006 

静岡市駿河区曲金2-1-5 

清水海上保安部 警備・救難課 
054-353-0118 

054-353-7118 
054-353-0118 

〒424-0922 

静岡市清水区日の出町9-1 

静 岡 労 働 局 安 全 衛 生 課 
054-254-6314 

054-221-7038 
 

〒420-8639 

静岡市葵区追手町9-50 

陸 上 自 衛 隊 

第 34普通科連隊 
第 ３ 科 

0550-89-1310(273)

0550-89-1310(489)

0550-89-1310 

(301・302) 

〒412-0048 

御殿場市板妻40-1 

日本赤十字社 

静 岡 県 支 部 
救難・青少年課 

054-252-8131 

054-254-5830 
 

〒420-0853 

静岡市葵区追手町44-17 

中部運輸局静岡運輸

支局（清水庁舎） 
運航担当 

054-352-0174 

054-355-0432 
 

〒424-0922 

静岡市清水区日の出町９番１号 

東海旅客鉄道㈱ 

静 岡 支 社 
管理部総務課 

054-284-2319 

054-280-0022 

054-284-2226 

輸送指令 

〒420-0851 

静岡市葵区黒金町4 

静 岡 県  危機管理局消防室 
054-221-2076 

054-221-3327 

054-221-2072 

054-221-3252 

〒420-8601 

静岡市葵区追手町9-6 

清水港管理局 港 営 課 
054-353-2208 

054-353-0380 
 

〒424-0922 

静岡市日の出町9-25 

静岡県警察本部 災 害 対 策 課 
054-271-0110 

（4906～4910） 
054-271-0110 

〒420-8610 

静岡市葵区追手町9-6 

清 水 警 察 署 警 備 課 054-366-0110 054-266-0110 
〒424-0014 

静岡市清水区天王町南1-35 

防 災 指 導 課 
054-221-1241 

054-221-5783 
054-254-2146 

〒420-8602 

静岡市葵区追手町5-1 静 岡 市 

消 防 防 災 局  
警 防 課 

054-255-9707 

054-255-9734 

054-255-9707 

054-255-9734 

〒420-0853 

静岡市葵区追手町6-2 
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５ 事業所別連絡表 
 

電 話 番 号 No

. 
事 業 所 名 所 在 地 

平  日 夜間・休日 

１ 
東燃ゼネラル石油㈱ 

清水油槽所 

〒424-0031 

静岡市清水区袖師町 1900 

054-371-9702 

（環境安全課） 
054-371-9709 

２ 
 清水エル・エヌ・ジー㈱ 

 袖師基地 

〒424-0037 

静岡市清水区袖師町 1900 
054-367-3511 

054-367-3512 

（生産グループ）

３ 
ジャパンオイルネットワーク㈱ 

 清水油槽所 

〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-1 
054-367-1107 054-365-4151 

４ 鈴与㈱ケミカルセンター 
〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-2 
054-366-3116 054-365-4151 

５  鈴与㈱袖師油槽所 
〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-12 
054-364-1715 054-365-4151 

６ 鈴与㈱袖師メタノールセンター 
〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-13 
054-365-6383 054-365-4151 

７  鈴与㈱ガスターミナル 
〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-12 
054-365-7343 054-365-4151 

８  カメイ㈱清水油槽所 
〒424-0037 

静岡市清水区袖師町飛島 1972 
054-365-8347 054-365-0313 

９ 日本鰹鮪漁業協同組合連合会 
〒424-0823 

静岡市清水区島崎町 173-4 
054-628-3230 090-2188-0112 

10  ㈱丸三商事 
〒424-0823 

静岡市清水区島崎町 155 
052-891-4556 052-891-4556 

11 
静岡県漁業協同組合連合会 

  清水給油所 

〒424-0037 

静岡市清水区袖師字飛島 
054-364-9760 090-9899-9108 

12  合同酒精㈱清水工場 
〒424-0035 

静岡市清水区横砂南町 2-1 
054-366-1153 054-366-1151 

13  和信化学工業㈱ 
〒424-0037 

静岡市清水区袖師町 1460 
054-365-3111 054-365-3111 
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６ 自衛隊派遣要請計画 

 

１ 主旨 

この計画は、災害時における自衛隊の派遣要請を行う場合等の必要事項を明らかにすることを

目的とする。 

 

２ 災害派遣要請の範囲 

自衛隊の災害派遣を要請できる範囲は、原則として天災地変その他の災害に際し、人命又は財

産の保護のため必要と認める場合において、（１）の３要件を満たすもので、具体的内容は、災害

の状況、他の機関等の活動状況の他、知事等の要請内容、現地における部隊等の人員、装備等に

よって異なるが、通常、（２）のとおりとする。 

 

（１）災害派遣要請の要件 

ア 緊急性  差し迫った必要性があること 

イ 公共性  公共の秩序を維持するため、人命又は財産を社会的に保護する必要性があるこ

と 

ウ 非代替性 自衛隊が派遣される以外に適当な手段がないこと 

 

（２）災害派遣要請の内容 

ア 被害状況の把握 

車両、航空機等状況に適した手段による情報収集活動 

イ 避難の援助 

避難の勧告又は指示による避難者の誘導及び輸送等の援助 

ウ 遭難者等の捜索救助 

エ 水防活動 

土のう作成、運搬、積込み等の水防活動 

オ 消防活動 

利用可能な消防車その他の防火用具（空中消火が必要な場合は航空機）をもって、消防

機関に協力し消火活動（消火薬剤等は、通常関係機関の提供するものを使用） 

カ 道路又は水路の啓開 

道路もしくは水路の損壊及び障害物がある場合にそれらの啓開・除去 

キ 応急医療、救護及び防疫 

被災者に対する応急医療、救護及び防疫活動（薬剤等は、通常、関係機関の提供するも

のを使用） 

ク 人員及び物資の緊急輸送 

救急患者、医師その他の救援活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送 

ケ 炊飯及び給水支援 

被災者に対する炊飯及び給水 

コ 物資の無償貸与又は譲与 

「防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲与等に関する総理府令」（昭和 33 年総理
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府令第１号）に基づき、被災者に対し生活必需品を無償貸与又は救じゅつ品を譲与 

サ 危険物の保安及び除去 

自衛隊が実施可能な火薬類、爆発物等危険物の保安及び除去 

シ その他 

その他知事が必要と認めるものについては、関係部隊の長と協議して決定する。 

 

３ 災害派遣要請 

（１）災害派遣要請者 

知事 

（２）災害派遣要請手続 

ア 知事は、自衛隊の派遣を要請するときは、自衛隊法第 83 条第１項に基づき、陸上自衛隊

第 34 普通科連隊長に対して、支援を要請する事項等を明らかにして派遣を要請する。 

 ただし、突発的事態等において人命の救助、財産の保護等のため時間の余裕がなく緊急に

自衛隊の派遣を必要とする場合、直接、次に掲げる駐とん地司令等に対し要請するとともに

その旨第 34 普通科連隊長に通報する。 

※ 派遣要請先 陸上自衛隊第 34 普通科連帯長（窓口：第３科長） 

   電話番号 ０５５０－８９－１３１０ 

   防災行政無線 ５（８）－８３９－９１０６ 

     ５（地上系）、８（衛星系） 

イ 知事は、次の事項を明らかにした要請書により要請する。ただし、緊急に要請するときは、

県防災行政無線等又は口頭をもって行い、事後速やかに文書により要請する。 

また、事態の推移に応じ、要請しないと決定した場合は、直ちにその旨を自衛隊に連絡す

るものとする。 

（ア）災害の情況及び派遣を要請する理由 

（イ）派遣を希望する期間 

（ウ）派遣を希望する区域及び活動内容 

（エ）その他参考となるべき事項 

４ 市町長の災害派遣要請の要求手続 

市町長は、災害応急対策を円滑に実施するため、必要があるときは知事に対して、上記３（２）

のイの事項を明示した要請書により、自衛隊派遣要請を行うよう要求する。 

ただし、突発的事態等において人命の救助、財産の保護等のため時間の余裕がなく緊急に自衛

隊の派遣を必要とする場合、市町防災行政無線等又は口頭をもって行い、事後速やかに文書によ

り要請する。また、知事への要求ができない場合には、その旨及び当該地域に関わる災害の状況

を陸上自衛隊第 34 普通科連隊長又は最寄りの部隊の長に通知し、知事に対してもその旨を速やか

に通知する。 

５ 自衛隊との連絡 

（１）情報の交換 

知事は、災害応急対策に関する各種の情報を迅速的確に把握し、災害応急対策を効果的に実

施するため、陸上自衛隊第 34 普通科連隊長（時間の余裕がなく緊急を要するときは関係部隊

等の長）と密接な情報交換するものとする。 
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（２）連絡班の派遣 

知事は、陸上自衛隊第 34 普通科連隊長に対し、県災害対策本部に連絡班（無線機等を付す。）

の派遣を依頼し、派遣要請の授受及びこれに伴う措置の迅速化を図るものとする。 

（３）連絡所の設置 

知事は自衛隊災害派遣業務を調整し、また迅速化を図るため通常県庁に、状況により指揮連

絡上最も適切なところに自衛隊連絡班による連絡所を設置するものとする。 

６ 災害派遣部隊の受入れ体制 

（１）他の災害救助復旧機関との競合重複排除 

知事及び市町長は自衛隊の作業が他の災害救助復旧機関との競合重複することのないよう

最も効率的に作業を分担するよう配慮するものとする。 

（２）作業計画及び資材等の準備 

市町長は自衛隊に対し、作業を要請又は依頼するに当たっては、なるべく実効性のある計画

を樹立するとともに作業の実施に必要な資材の準備を整え、かつ諸作業に関係ある管理者の了

解を取り付けるよう配慮するものとする。 

（３）作業実施に必要な物資、機材等 

市町長は作業実施に必要な物資、機材等の調達が困難又は不可能な場合は他の計画に定める

ところにより県へ要請するものとする。 

（４）自衛隊との連絡交渉の窓口の一体化 

市町長は派遣された自衛隊との円滑、迅速な措置が取れるよう連絡交渉の窓口を明確にして

おくものとする。 

（５）派遣部隊の受入れ 

知事及び市町長は派遣された部隊に対し次の基準により各種施設等を準備するものとする。 

本 部 事 務 室 派遣人員の約１割が事務をとるのに必要な室、机、椅子など 

宿 舎 屋内宿泊施設（学校、公民館等）とし、隊員の宿泊は一人一畳の基準 

材料置場炊事場 屋外の適当な広場 

駐 車 場 適当な広場（車一台の基準は３ｍ×８ｍ） 

７ 災害派遣部隊の撤収要請 

知事は災害派遣部隊の撤収要請を行う場合は、民心の安定、民生の復興に支障がないよう当該

市町長及び派遣部隊の長並びに自衛隊連絡班と協議して行うものとする。 

８ 経費の負担区分 

自衛隊が災害応急対策のために必要とする資材、宿泊施設等の借上料及び損料、光熱水費、通

信運搬費、消耗品等の費用は、原則として当該市町が負担するものとする。 

９ その他 

市町以外の防災関係機関は、自衛隊の災害派遣要請に関し、知事に必要な情報提供を行うよう

努めるものとする。 
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７ 静岡県消防相互応援協定 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この協定は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 21 条の規定に基づき、静岡県下の

市町村、消防の一部事務組合及び消防を含む一部事務組合（以下「市町村等」という。）相互の

消防力を活用して、災害による被害を最小限に防止するための消防相互応援について、必要な

事項を定めることを目的とする。 

（協定区域） 

第２条 この協定区域は、前条の市町村等の区域とする。 

（災害の範囲） 

第３条 この協定において、災害とは、消防組織法第１条に規定する災害で、応援活動を必要とす

るものをいう。 

（報告及び連絡調整） 

第４条 前条に規定する災害が発生したとき、災害が発生した市町村等（以下「発災市町村等」と

いう。）の長は、県に対し災害の状況等について報告し、消防の相互応援に関して必要な連絡調

整を求めるものとする。ただし、緊急の場合はこの限りでない。 

第２章 相互応援 

（応援要請） 

第５条 この協定に基づく応援要請は、発災市町村等の長が次のいずれかに該当する場合に、協定

している他の市町村等（以下「応援市町村等」という。）の長に行うものとする。 

（１）その災害が他の市町村等に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

（２）発災市町村等の消防力によっては防御が著しく困難と認める場合 

（３）その災害を防除するため、他の市町村等の消防機関が保有する車両及び資機材等を必要とす

る場合 

２ 前条に規定する報告及び前項の応援要請は、次の事項を明らかにして、電話等により行い、後

に文書を速やかに提出するものとする。 

（１）災害の種別 

（２）災害発生の場所及び被害の状況 

（３）要請する人員、車両等の種別、資機材の数量、集結場所及び活動内容 

（４）その他必要な事項 

（応援隊の派遣） 

第６条 応援市町村等の長は、発災市町村等の長から前条の応援要請を受けたときは、応援隊を派

遣するものとする。 

２ 前項の場合において、応援市町村等の長は、正当の理由がない限り、派遣を拒んではならない。 

３ 応援市町村等の長は、第１項の規定により応援隊を派遣することができない場合は、その旨を

速やかに発災市町等の長に通報するものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、応援市町村等の長は、災害の規模等に照らし緊急を要し、前条の

応援要請を待ついとまがないと認めるときは、同条の応援要請を待たないで応援隊を派遣する

ことができる。 
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５ 前項の規定による応援隊の派遣は、この協定の適用に当たっては、前条の応援要請を受けて行

われたものとみなす。 

（消防用資機材等の調達方法） 

第７条 応援市町村等の長は、発災市町村等の長から消防用資機材等の調達及び輸送について依頼

を受けた場合は、速やかに手配するとともに、その結果を発災市町村等の長に通報するものと

する。 

（応援隊の指揮） 

第８条 応援隊の指揮は、発災市町村等の消防長（消防本部を置かない町村にあっては、町村長）

が応援隊の長を通じて行うものとする。ただし、緊急の場合は直接応援隊の隊員に行うことが

できる。 

（報告） 

第９条 応援隊の長は、速やかに活動概要等を発災市町村等の長に報告するものとする。 

（災害概要の通報） 

第 10 条 発災市町村等の長は、速やかに災害の概要を応援市町村等の長に通報するものとする。 

 

第３章 連絡会議 

（連絡会議） 

第 11 条 協定事務の円滑な推進を図るため、必要の都度、市町村等の消防機関間において連絡会議

を開くものとする。 

（協議連絡事項） 

第 12 条 連絡会議は次の各号について協議するものとする。 

（１）消防相互応援に関すること 

（２）市町村等の消防現況、消防事象、特殊災害等の資料の交換に関すること 

（３）市町村等間の消防演習に関すること 

（４）警防技術に関すること 

（５）消防用資機材の開発、研究資料の交換に関すること 

（６）その他必要な事項 

 

第４章 経費負担 

（経費負担） 

第 13 条 この協定を実施するために必要な経費は、次の区分により負担するものとする。 

（１）この協定に基づく応援に要する経費のうち人件費、消費燃料費等の経常的経費、公務災害補

償費及び事故により生じた経費は応援市町村長等の負担とし、その他の経費は、発災市町村等

の負担とする。 

（２）第７条の調達及び輸送に要する経費は、発災市町村等の負担とする。ただし、応援市町村等

の消防職員又は消防団員をして行う輸送及び連絡等に要する経費は、応援市町村等の負担とす

る。 
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第５章 雑則 

（他の協定との関係） 

第 14 条 この協定は、市町村等の長が別に消防組織法第 21 条により締結している消防の相互応援

の関する他の協定を排除するものではない。 

（細目協定） 

第 15 条 この協定の実施についての細目は、市町村等の長が協議して定めるものとする。 

（質疑の解決） 

第 16 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して質疑が生じたときは、法令の定めるとこ

ろによるほか、その都度市町村等の長が協議して定めるものとする。 

  附 則 

この協定は、昭和 62 年４月１日から効力を生じる。 

この協定の成立を証するため、市町村等の長は、記名押印のうえ各１通を保管する。 

 

  附 則 

この協定は、平成６年 10 月１日から効力を生じる。 

この協定の成立を証するため、市町村等の長は、記名押印のうえ各１通を保管する。 

 

  附 則 

この協定は、平成 9年４月１日から効力を生じる。 

この協定の成立を証するため、市町村等の長は、記名押印のうえ各１通を保管する。 
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第２ 石油コンビナート等特別防災区域の特定事業所一覧 
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特定事業所一覧 

 

No. 事 業 所 名 所 在 地 

１ 
東燃ゼネラル石油㈱ 
清水油槽所 

〒424-8724 

静岡市清水区袖師町 1900 

２ 
 清水エル・エヌ・ジー㈱ 
 袖師基地 

〒424-0037 

静岡市清水区袖師町 1900 

３ 
 ジャパンオイルネットワーク㈱ 
 清水油槽所 

〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-1 

４ 鈴与㈱ケミカルセンター 
〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-2 

５  鈴与㈱袖師油槽所 
〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-12 

６  鈴与㈱袖師メタノールセンター 
〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-13 

７  鈴与㈱ガスターミナル 
〒424-0031 

静岡市清水区横砂 2252-12 

８  カメイ㈱清水油槽所 
〒424-0037 

静岡市清水区袖師町飛島 1972 

９  日本鰹鮪漁業協同組合連合会 
〒424-0823 

静岡市清水区島崎町 173-4 

10  ㈱丸三商事 
〒424-0823 

静岡市清水区島崎町 155 

11 
 

静岡県漁業協同組合連合会 
  清水給油所 

〒424-0037 

静岡市清水区袖師字飛島 

12  合同酒精㈱清水工場 
〒424-0035 

静岡市清水区横砂南町 2-1 

13  和信化学工業㈱ 
〒424-0037 

静岡市清水区袖師町 1460 

 

 

 

 

 



事業所Ｎｏ １ 
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特 定 事 業 所 名  東燃ゼネラル石油㈱清水油槽所 

事 業 所 区 分  第１種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区袖師町１９００ 

敷 地 面 積  605,446m2 

業 態  石油製品の物流 

主 要 製 品  ガソリン、灯油、軽油、重油 

勤務時間内 ０５４－３７１－９７０２ 

事
業
所
の
概
要 

連 絡 先
勤務時間外 ０５４－３７１－９７０９ 

 貯 蔵 量 ４３６，５１１ ｋl 

 取 扱 量 ２３９，６４０ ｋl 

石

油  合 計 ６７６，１５１ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ０ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 

危険物屋外タンク貯蔵所一覧 

タンク

番 号 
危険物等の種類 容量（ｋl） 屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  ２石 灯油 46,985 浮屋根 55.00×21.97  

２  ２石 軽油 47,490 浮屋根 58.200×20.095  

３  ３石 重油 11,527 固定 36.61×13.14 休止中

４  １石 ナフサ 22,760 浮屋根 46.560×15.265 休止中

５  ２石 灯油 12,807 浮屋根 36.662×14.600  

７  ２石 軽油 52,100 浮屋根 58.2×21.8  

８  １石 ガソリン 52,100 浮屋根 58.2×21.8  

９  ２石 軽油 52,100 浮屋根 58.2×21.8  

10  ２石 軽油 52,100 浮屋根 58.2×21.8  

11  ３石 重油 8,313 固定 31.000×13.782  

12  ３石 重油 8,313 固定 31,000×13.782  

13  ３石 重油 8,000 固定 31.000×13.782  

5002  １石 ガソリン 4,628 浮屋根 23.28×13.72  
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タンク

番 号 
危険物等の種類 容量（ｋl） 屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

5003  １石 ガソリン 4,628 浮屋根 23.28×13.72  

5004  １石 ガソリン 4,628 浮屋根 23.28×13.72  

5005  ２石 軽油 3,984 固定 25.2×10.68  

5006  ３石 重油 3,994 固定 25.2×10.7  

3002  １石 廃油 2,610 浮屋根 22.00×9.50  

3003  ２石 軽油 2,617 浮屋根 21.350×9.925  

3004  １石 ガソリン 2,412 浮屋根 19.400×10.737  

3005  ２石 灯油 2,657 浮屋根 17.440×13.755  

3006  ２石 軽油 2,657 浮屋根 17.440×13.755  

2003  １石 廃油 1,583 浮屋根 15.512×10.660 休止中

2004   ３石 重油 1,595 固定 15.522×10.701  

2005  ３石 重油 1,595 固定 15.522×10.701  

2006  ３石 重油 1,595 固定 15.522×10.701  

2007  １石 ガソリン 1,788 浮屋根 17.460×9.924  

2008  １石 ナフサ 1,758 浮屋根 16.460×10.687  

2009  １石 ガソリン 1,771 浮屋根 16.460×10.737 休止中

2010  ３石 重油 1,793 固定 16.490×10.726  

2011  １石 ナフサ 1,811 浮屋根 15.300×12.235 休止中

2012  １石 ナフサ 1,811 浮屋根 15.300×12.235 休止中

2013  １石 ＪＰ―４ 1,650 浮屋根 13.560×13.700  

1001  ３石 金属圧延油 767 固定 12.00×8,78  

1002  ２石 軽油 782 固定 12.000×8.915 休止中

1003  ３石 重油 891 固定 12.620×9.174  

601  ３石 重油 650 固定 9.670×9.155 休止中
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タンク

番 号 
危険物等の種類 容量（ｋl） 屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

502  ３石 重油 461 固定 9.30×7.44  

503  ２石 SK3040 460 固定 9.300×7.345  

504  ３石 金属圧延油 462 固定 9.30×7.44  

505  ２石 SK3040 461 固定 9.300×7.365  

506  ２石 SK3040 462 固定 9.300×7.345 休止中

507  ３石 金属圧延油 464 固定 9.169×7.690 休止中

508  ３石 潤滑油 465 固定 9.169×7.690 休止中

509  ３石 重油 477 固定 10.500×6.106  

510  ３石 潤滑油 477 固定 10.500×6.106 休止中

513  ３石 潤滑油 500 固定 10.500×6.106 休止中

514  ３石 潤滑油 483 固定 10.500×6.106 休止中

56  ２石 クマリン 15 固定 2.5×3.3  

55  ２石 クマリン 5 固定 2.5×1.1  

51  ３石 重油 46 固定 3.330×5.878  

D-90  ２石 添加剤 3 円筒横型 1.070×胴長 3.350  

D-91  ２石 添加剤 2 円筒横型 0.915×胴長 3.050  

JP-04 

ドレン

タンク 

 １石 JP-4 3 固定 1,500×1,820  
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特 定 事 業 所 名  清水エル・エヌ・ジー㈱ 袖師基地 

事 業 所 区 分  第１種 レイアウト 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区袖師町１９００ 

敷 地 面 積  １２２，６４６ｍ２ 

業 態  石油卸売業 

主 要 製 品  都市ガス 

勤務時間内 ０５４－３６７－３５１１ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 ０５４－３６７－３５１２ 

 貯 蔵 量 ２０ ｋl 

 取 扱 量 ０ ｋl 

石

油 

 合 計 ２０ ｋl 

高圧ガスの処理量 ７４，３７５，６８９ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ０ ｋl 

高圧ガス貯蔵能力 １６７，６５９．８ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 

危険物屋外タンク貯蔵所一覧表 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

FO-1T1  ２石 軽油 16 固定 2.8×2.8  

     

     

高圧ガス貯蔵所一覧表 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 容量（ｔ） 設置形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１Ｔ  ＬＮＧ（メタン） 40,290 地下式貯槽 58×31.4  

２Ｔ  ＬＮＧ（メタン） 45,830 地下式貯槽 58×35.7  

３Ｔ  ＬＮＧ（メタン） 78,100 地下式貯槽 72×40 注１ 

LPT1  ＬＰＧ（プロパン） 554.45 球形 14×17  

LPT2  ＬＰＧ（プロパン） 554.45 球形 14×17  

LPT3  ＬＰＧ（プロパン） 1,097.75 球形 17.1×22.7  

LPT4  ＬＰＧ（プロパン） 1,097.75 球形 17.1×22.7  

Q-T1  ＬＰＧ（プロパン） 60 円筒横置型 3.5×5.2  

Q-T2  ＬＰＧ（プロパン） 60 円筒横置型 3.5×5.2  

NG-T1  液体窒素 15.4 円筒横置型 2.7×7.5  

     

注１：平成２１年１０月完成予定 
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特 定 事 業 所 名  ジャパンオイルネットワーク㈱清水油槽所 

事 業 所 区 分  第１種 レイアウト 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区横砂２２５２－１ 

敷 地 面 積  ２１，４８７m2 

業 態  その他のサービス業（石油卸売業） 

主 要 製 品  ガソリン、灯油、軽油、重油、プロパン、ブタン

勤務時間内 054-367-1107 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 054-365-4151 

 貯 蔵 量 ３６，８１５ ｋl 

 取 扱 量 １１，０００ ｋl 

石

油  合 計 ４７，８１５ ｋl 

高圧ガスの処理量 １，７１６，４１９ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ０ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 

危険物屋外タンク貯蔵所一覧 

タンク

番 号 
危険物等の種類 容量（ｋl） 屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  ３石 重油 2,701 固定 14.630×18.290  

２  ３石 重油 2,701 固定 14.630×18.290  

３  ３石 重油 4,702 固定 19.510×18.290  

４  １石 ガソリン 1,369 固定 12.190×13.758  

５  １石 ガソリン 1,369 固定 12.190×13.608  

６  １石 ガソリン 244 固定 6.100×9.142  

７  ２石 軽油 1,704 固定 12.190×16.632  

８  １石 ガソリン 834 固定 9.145×13.608  

９  ２石 軽油 244 固定 6.100×9.072 休止中 

10  ２石 軽油 1,897 固定 12.190×18.290  

11  ２石 軽油 3,341 固定 14.630×22.100  

12  ３石 重油 4,762 固定 19.510×18.490  

13  ２石 重油 1,721 固定 12.190×16.780  

14  １石 ガソリン 4,085 固定 17.070×20.250  

15  ２石 灯油 2,411 固定 14.630×16.565  

16  １石 ガソリン 1,365 固定 12.190×13.730  

17  ２石 灯油 1,365 固定 12.190×13.730  

高圧ガス貯蔵所一覧表 

タンク

番 号 
危険物等の種類 容量（ｔ） 屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  ＬＰＧ（プロパン） 600 球形 14.26×16.50  

２  ＬＰＧ（ブタン） 450 球形 12.45×14.70  
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特 定 事 業 所 名  鈴与㈱ケミカルセンター 

事 業 所 区 分  第１種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区横砂２２５２－２ 

敷 地 面 積  １１，３２８ｍ２ 

業 態  普通倉庫業 

主 要 製 品  揮発油、重油、ケミカル類 

勤務時間内 ０５４－３６６－３１１６ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 ０５４－３６５－４１５１ 

 貯 蔵 量 １０，７６０ ｋl 

 取 扱 量 ４８０ ｋl 

石

油 

 合 計 １１，２４０ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 １，６７０ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ６５４ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体）  ｍ３ 

 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  3 石 ｱｽﾌｧﾙﾄ 990 固定 12.540×9.174  

２  ３石 重油 990 固定 12.540×9.174  

３  ３石 ｱｽﾌｧﾙﾄ 990 固定 12.540×9.174  

４  ３石 重油 485 固定 8.600×9.000  

６  ３石 ｱｽﾌｧﾙﾄ 1,310 固定 10.600×16.740  

７  ３石 ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ 1,310 固定 10.600×16.740  

８  １石 ヘキサン 200 固定 5.600×9.000  

９  ３石 ｵｸｿｸﾛﾛﾄﾙｴﾝ 300 固定 7.200×7.610  

10  ３石 ｵｸｿｸﾛﾛﾄﾙｴﾝ 500 固定 8.700×9.400  

11  ３石 重油 750 固定 8.600×13.700  

12  ｱﾙｺｰﾙ類 ｴﾀﾉｰﾙ 750 固定 8.600×13.700  

14  １石 トルエン 990 固定 11.620×15.225  

16  ２石 ﾊﾟﾗｷｼﾚﾝ 450 固定 7.740×10.605  

17  ｱﾙｺｰﾙ類ｴﾀﾉｰﾙ 920 固定 10.640×12.169  

18  ３石 ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ 990 固定 10.640×12.100  

19  ３石 ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ 493 固定 8.710×9.143  

31  第６類（過酸化水素） 480 固定 8.860×8.700  

32  第６類（過酸化水素） 30 固定 3.030×4.800  

33  ３石 重油 7 固定 2.000×2.515  

34  ３石 熱媒体オイル 5 固定 1.740×2.330  
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特 定 事 業 所 名  鈴与㈱ 袖師油槽所 

事 業 所 区 分  第２種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区横砂２２５２－１２ 

敷 地 面 積  ８，１８２ｍ２ 

業 態  石油卸売業 

主 要 製 品  揮発油、灯油、軽油、ケミカル類 

勤務時間内 ０５４－３６４－１７１５ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 ０５４－３６５－４１５１ 

 貯 蔵 量 ７，４０８ ｋl 

 取 扱 量 １，０７８ ｋl 

石

油 

 合 計 ８，４８６ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ０ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ３，０６０ ｍ３ 

 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  １石 ガソリン 500 固定 7.740×12.180  

２  １石 ガソリン 1,404 固定 11.620×15.220  

３  １石 ガソリン 998 固定 9.670×15.500  

５  １石 ガソリン 400 固定 8.200×10.200  

６  ２石 灯油 498 固定 8.200×10.220  

１１  ２石 灯油 990 固定 9.670×15.500  

１２  ２石 ｽﾁﾚﾝﾓﾉﾏｰ 990 固定 9.670×15.500  

１３  ２石 軽油 990 固定 9.670×15.500  

   重油 8 固定 1.930×3.080  
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特 定 事 業 所 名  鈴与㈱ 袖師メタノールセンター 

事 業 所 区 分  第２種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区横砂 ２２５２－１３ 

敷 地 面 積  ９，４２２ｍ２ 

業 態  アルコール卸売業 

主 要 製 品  アルコール類 

勤務時間内 ０５４－３６５－６３８３ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 ０５４－３６５－４１５１ 

 貯 蔵 量 ０ ｋl 

 取 扱 量 ０ ｋl 

石

油 

 合 計 ０ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ２１，９９３ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 

 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  アルコール類（ﾒﾀﾉｰﾙ） 8,379 内部浮屋根 24.00×21.36  

２  アルコール類（ﾒﾀﾉｰﾙ） 6,657 内部浮屋根 21.30×21.36  

３  アルコール類（ﾒﾀﾉｰﾙ） 6,657 内部浮屋根 21.30×21.36  

４  アルコール類（ﾒﾀﾉｰﾙ） 250 固定 6.77×7.62  

５  アルコール類（ﾒﾀﾉｰﾙ） 50 固定 4.000×4.565  
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特 定 事 業 所 名  鈴与㈱ ガスターミナル 

事 業 所 区 分  第２種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区横砂 ２２５２－１２ 

敷 地 面 積  ６，２３８ｍ２ 

業 態  普通倉庫業 

主 要 製 品  ＬＰＧ 

勤務時間内 ０５４－３６５－７３４３ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 ０５４－３６５－４１５１ 

 貯 蔵 量 ０ ｋl 

 取 扱 量 ０ ｋl 

石

油 

 合 計 ０ ｋl 

高圧ガスの処理量 １，８６６，３２７ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ０ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体）  ｍ３ 

高圧ガス貯蔵所一覧表 

タンク 

番 号 
 

容量 

（ｔ） 
屋根形式    直径 備考 

１  ＬＰガス（プロパン） 500 球形 13.2ｍ  

２  ＬＰガス（プロパン） 500 球形 13.2ｍ  

３  ＬＰガス（ブタン） 600 球形 12.2ｍ  
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タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  ３石 Ａ重油 490 固定 8.710×10.670  

２  ３石 Ａ重油 450 固定 7.750×10.600  

     

     

     

     

     

     

     

 

特 定 事 業 所 名  カメイ㈱清水油槽所 

事 業 所 区 分  第２種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区袖師飛島１９７２ 

敷 地 面 積  ７３０．８ｍ２ 

業 態  石油製品卸売業 

主 要 製 品  重油 

勤務時間内 ０５４－３６５－８３４７ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 ０５４－３６５－０３１３ 

 貯 蔵 量 ６７７ ｋl 

 取 扱 量 ４６ ｋl 

石

油 

 合 計 ７２３ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ０ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 
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特 定 事 業 所 名 日本鰹鮪漁業協同組合連合会 清水油槽所 

事 業 所 区 分  第２種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区島崎町１７３－４ 

敷 地 面 積  ７７３．６１ｍ２ 

業 態  油槽所 

主 要 製 品  重油 

勤務時間内 ０５４－６２８－３２３０ 

０９０・２１８８・０１１２ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先

勤務時間外 ０５４－６２７－６８８８ 

 貯 蔵 量 ２，９２４ ｋl 

 取 扱 量 ８０ ｋl 

石

油 

 合 計 ３，００４ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ０ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 

 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  ３石 重油 1,230 固定 11.62×13.67  

２  ３石 重油 400 固定 7.00×10.70  

３  ３石 重油 1,230 固定 11.62×13.67  

４  ３石 重油 60 固定 4.72×3.60 休止中
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特 定 事 業 所 名  ㈱丸三商事 

事 業 所 区 分  第２種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区島崎町１５５ 

敷 地 面 積  ７８１．０９ｍ２ 

業 態  石油卸売業 

主 要 製 品  軽油 

勤務時間内 ０５２－８９１－４５５６ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 ０５２－８９１－４５５６ 

 貯 蔵 量 ３６０ ｋl 

 取 扱 量 ３８０ ｋl 

石

油 

 合 計 ７４０ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ０ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 

 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  ２石 軽油 360 固定 7.9×7.9 休止中

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 



事業所Ｎｏ １０ 
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事業所Ｎｏ １１ 
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特 定 事 業 所 名  静岡県漁業協同組合連合会 清水給油所 

事 業 所 区 分  第２種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区袖師町飛島 

敷 地 面 積  １，３３８．５２ｍ２ 

業 態  石油卸売業 

主 要 製 品  軽油、重油 

勤務時間内 ０５４－３６４－９７６０ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 ０９０－９８９９－９１０８ 

 貯 蔵 量 ３，２１１ ｋl 

 取 扱 量 ４６８ ｋl 

石

油 

 合 計 ３，６７９ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ０ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 

 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  ２石 軽油 1,530 固定 11.620×16.730  

２  ３石 Ａ重油 1,583 固定 11.620×16.730  

３  ３石 Ａ重油 76 固定 480×4.50  

４  ２石 軽油 22 固定 2.6×4.5  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 



事業所Ｎｏ １１ 
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事業所Ｎｏ １２ 
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特 定 事 業 所 名  合同酒精㈱清水工場 

事 業 所 区 分  第２種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区横砂南町２－１ 

敷 地 面 積  ３９，８９８ｍ２ 

業 態  蒸留酒・混成酒製造業 

主 要 製 品  アルコール 

勤務時間内 ０５４－３６６－１１５３ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先
勤務時間外 ０５４－３６６－１１５１ 

 貯 蔵 量 １１０ ｋl 

 取 扱 量 １９ ｋl 

石

油 

 合 計 １２９ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ６，６４５ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 ０ ｔ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類当の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 

 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

１  アルコール 950 固定 10.750×11.350  

２  アルコール 950 固定 10.750×11.350  

３  アルコール 490 固定 7.750×11.220  

４  アルコール 490 固定 7.750×11.220  

100  アルコール 490 固定 9.670×7.889  

101  アルコール 330 固定 10.000×4.820  

102  アルコール 320 固定 10.000×4.820  

111  アルコール 100 固定 5.000×5.700  

112  アルコール 100 固定 5.000×5.700  

113  アルコール 100 固定 5.000×5.700  

1001  アルコール 490 固定 9.670×7.889  

1003  アルコール 490 固定 9.670×7.889  

1004  アルコール 200 固定 7.000×6.161  

1005  アルコール 590 固定 9.300×9.170  

  ３石 重油 110 固定 5.400×5.400  

     

     

     

     

     

 



事業所Ｎｏ １２ 
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事業所Ｎｏ １３ 
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特 定 事 業 所 名  和信化学工業㈱ 

事 業 所 区 分  第２種 

事 業 所 所 在 地  静岡市清水区袖師町１４６０ 

敷 地 面 積  １８，８００ｍ２ 

業 態  塗料製造業 

主 要 製 品  合成樹脂塗料・溶剤 

勤務時間内 ０５４－３６５－３１１１ 

事

業

所

の

概

要 

連 絡 先 
勤務時間外 ０５４－３６５－３１１１ 

 貯 蔵 量 １，２５５ ｋl 

 取 扱 量 ５８ ｋl 

石

油 

 合 計 １，３１３ ｋl 

高圧ガスの処理量 ０ Ｎｍ３ 

石油以外の第４類危険物貯蔵取扱量 ３７ ｋl 

第４類危険物以外の危険物貯蔵取扱量 １４ ｔ 

第５類危険物（硝化綿） １２，０００ ｋｇ 

貯

蔵

・

取

扱

量

等 

可燃性固体類の貯蔵取扱量（液体） ０ ｍ３ 

 

タンク 

番 号 
危険物等の種類 

容量 

（ｋl） 
屋根形式 内径（ｍ）×高さ（ｍ） 備考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 



事業所Ｎｏ １３ 
 

41 

 
 

 



 

42 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第３  石油コンビナート等防災体制の現況 
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１ 防災相互通信用無線局一覧表 

 

 

１ 防災関係機関 

設置場所 呼出名称 設置機種 

ぼうさいしずおか ３０１ 携帯無線機（５Ｗ） 
静岡県（防災通信管理室） 

ぼうたいしずおかけんちょう  

清水港管理局（港営課） しずおかけんぼうたい３０８ 携帯無線機（５Ｗ） 

清水海上保安部（警備救難課） しずおかけんぼうたい３０６ 携帯無線機（５Ｗ） 

清水警察署（災害対策課） しずおかけんぼうたい３０７ 携帯無線機（５Ｗ） 

静岡市防災指導課 しずおかぼうたい１ 移動局（１０Ｗ） 

 

  

２ 石油コンビナート等特別防災区域協議会 

設置場所 呼出名称 設置機種 

協議会長（鈴与埠頭事務所） しずおかけんぼうたい３０２ 携帯無線機（５Ｗ） 

清水地区共同防災センター しずおかけんぼうたい３０３ 携帯無線機（５Ｗ） 

東燃ゼネラル石油㈱ しずおかけんぼうたい３０４ 携帯無線機（５Ｗ） 

東燃ゼネラル石油㈱正門守衛 しみずぼうたい ２０３ 携帯無線機（１Ｗ） 

東燃ゼネラル石油㈱港湾事務所 しみずぼうたい ２０４ 携帯無線機（１Ｗ） 

合同酒精㈱清水工場 しみずぼうたい ２０５ 携帯無線機（１Ｗ） 

鈴与㈱ケミカルセンター しみずぼうたい ２０６ 携帯無線機（１Ｗ） 

ｼﾞｬﾊﾟﾝｵｲﾙﾈｯﾄﾜｰｸ㈱清水油槽所 しみずぼうたい ２０７ 携帯無線機（１Ｗ） 
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２ 自衛防災組織、共同防災組織の防災資機材等一覧表 

防
災
要
員 

大
型
化
学
消
防
車 

大
型
高
所
放
水
車 

泡
原
液
搬
送
車 

大
型
化
学
高
所
放
水
車 

普
通
消
防
車 

普
通
高
所
消
防
車 

 

人 台 台 台 台 台 台 

東燃ゼネラル石油(株)清水油槽所 8 １ １ １ 
 

 
  

清水エル・エヌ・ジー(株)袖師基地 5     1  

日本鰹鮪漁業協同組合連合会 2    
 

 
  

カメイ(株)清水油槽所 2       

静岡県漁業協同組合連合会清水給油所 2       

(株) 丸三商事（休止中）        

和信化学工業(株) 12       

合同酒精(株)清水工場 4       

ジャパンオイルネットワーク(株)清水

油槽所 
6    

 

 
  

鈴与(株) ケミカルセンター 2       

鈴与(株)ガスターミナル 2       

鈴与(株)袖師油槽所 2    
 

 
  

鈴与(株)袖師メタノールセンター 2       

清水地区共同防災協議会 21    １   

合     計 70 1 1 1 1 1  
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                   平成 21 年４月１日現在 

消火薬剤（上段３％、下段６％）可
搬
式
放
水
銃 

可
搬
式
放
水
泡 

耐
熱
服 

空
気
呼
吸
器 

タ
ン
パ
ク
系 

界
面
活
性
剤 

水
成
膜 

水
溶
性
泡
消
火 

オ
イ
ル
フ
ェ
ン
ス 

オ
イ
ル
フ
ェ
ン
ス
展
張

船

基 基 着 個 ㍑ ㍑ ㍑ ㍑ ｍ 隻 

2 4 3 １ 
5,100 

 

61,000
2080 1

2  2 3  

    
600 

 

    400 

     

    600 

     

     

  2 1 
7,560 

 
540

     
      

9,600
540

     

    
   

7,560 

     
      

20,000

2 1 2 2  
11,160

 
  540 1 

6 6 9 7 
14,260 

7,560 

11,160

 

61,000

 

      

29,600
4,240 2 
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３ 神奈川・静岡地区広域共同防災協議会の防災資機材等一覧表 （21 年 6 月 1日現在） 

項  目 数 量     要   目  備付場所 

放水砲 

 

 

 

２砲 

ノンアスピレート型 

10,000L～30,000L/min 可変ﾉｽﾞﾙ 2 台 

モニター台車 2 台 

水平可変角度 360° 

垂直可変角度+30°～75° 

 

新日本石油精製㈱

根岸製油所 

 

水中ポンプ（4台/1 ﾕﾆｯﾄ） 

公称能力 30,000L/min(1 ﾕﾆｯﾄ) 

発電機 SDG-150S3A6 

水中ポンプ関係 

 

 

2 ﾕﾆｯﾄ 

操作制御盤 SO-AM 

新日本石油精製㈱

根岸製油所 

 

メインポンプユ

ニット 

２台 公称能力 30,000L/min、DV-CH 

ディーゼルエンジン、DDC 12V2000 

新日本石油精製㈱

根岸製油所 

混合装置 

  送液部 

１式  

 

新日本石油精製㈱

根岸製油所 

混合装置 

  混合部 

２式  新日本石油精製㈱

根岸製油所 

１２Ｂホース 

 リール方式による展張・回収車 

  （4 台/1 ﾕﾆｯﾄ） 

法定値(対象貯槽最大値)3,840m 

予備ホース 1,900m、150ｍ×34 本 他 

８B保形ホース 

  １０ｍ×３２本、６ｍ×１２本 

ホース 

 

 

１式 

    

８B ソフトホース １５ｍ×４本 

 

新日本石油精製㈱

根岸製油所 

 

 

耐熱服 

 

 

４着 ＰＬ－４０００ 

東消型フードエプロンタイプ 

呼吸器内蔵型 

新日本石油精製㈱

根岸製油所 

空気呼吸器 ４個 ＰＡ９３ＳＪＰ－ＡＬＴ６０２ 

ゲージ内蔵型 

新日本石油精製㈱

根岸製油所 

泡消火薬剤 66kL 

 

ＡＲ－ＡＦＦＦ（１％型） 

メガホーム CV-1 

新日本石油精製㈱

根岸製油所 

２個 ＥＴ－２０ 、２０ｋＬ 消火薬剤用 

仮設タンク 

(簡易原液槽) 
４個 ＥＴ－１０ 、１０ｋＬ、 

新日本石油精製㈱

根岸製油所 



 

47 
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４ 防災関係機関の防災資機材等一覧表 

 

消
防
職
員 

大
型
化
学
消
防
車 

大
型
高
所
放
水
車 

泡
原
液
搬
送
車 

甲
種
普
通
化
学
消
防
車 

普
通
消
防
車 

可
搬
式
放
水
砲 

耐
熱
服 

空
気
呼
吸
器 

 

 

人 台 台 台 台 台 基 着 基 

静岡市消防防災局 752 1 1 1 6 30 33 261 

静岡県危機管理局 

（内、静岡市貸与） 
     

１

(1)
  

合      計 752 1 1 1 6 30 1 33 261 
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                        平成 21 年４月１日現在 

消火薬剤（上段３％、下段６％） 

タ
ン
パ
ク
系 

界
面
活
性
剤 

水
成
膜 

水
溶
性
泡
消
火 

オ
イ
ル
フ
ェ
ン
ス 

オ
イ
ル
フ
ェ
ン
ス
展
張
船 

巡
視
船 

作
業
船 

油
処
理
剤 

オ
イ
ル
マ
ッ
ト 

油
ゲ
ル
化
剤 

㍑ ㍑ ㍑ ㍑ M 隻 隻 隻 ㍑ kg kg 

 
46,800 

 

900 

 

      

5,900 
     

 
 

 

57,700 

 
 

300

(300)
    

 
46,800 

 

58,600 

 

      

5,900 
300     
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  第４  協議会会則等 
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      静岡県清水地区石油コンビナート等特別防災区域協議会規約 
 
第１章 総則 
（目的） 
第１条 本協議会は、石油コンビナート等災害防止法に基づく清水地区特別防災区域における防

災体制を確立することにより、石油等による災害の発生または拡大の防止に資することを目的

とする。 
（名称） 
第２条 本協議会は、静岡県清水地区石油コンビナート等特別防災区域協議会（以下「協議会」

という。）という。 
（事務局） 
第３条 協議会の事務局は静岡市におく。 
第２章 業務 
（業務） 
第４条 協議会は、第１条に定める目的を達成するため次の業務を行う。 
（１）特別防災区域の災害の発生又は拡大の防止に関する技術の共同研究 
（２）石油等による災害の発生又は拡大の防止に関する技術の共同研究 
（３）特定事業所の職員に対する災害発生又は拡大の防止に関する教育の共同実施 
（４）共同防災訓練の実施 
（５）その他協議会の目的達成に必要な業務 
第３章 組織 
第５条 協議会は、次の掲げるものを会員とする。 
（１）特別防災区域に所在する特定事業所 
（２）その他協議会の目的に賛同する者 
（入会） 
第６条 協議会に加入しようとする者は、別に定める書式により入会を申込み理事会の承認を得

るものとする、 
（退会） 
第７条 会員が退会しようとするときは、会長に届け出、理事会の承認を得るものとする。 
（役員会） 
第８条 協議会に次の役員をおく。 
（１） 会長 １名 
（２） 副会長 若干名 
（３） 幹事  2 名 
２ 協議会の顧問、参与をおくことができる。 
（役員の義務及び権限） 
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第９条 役員の職務及び権限は、次のとおりとする。 
（１）会長  会長は、協議会を代表し会務を統括する。 
（２）副会長 副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるときは、その職務を代理する。 
（３）理事 理事は、協議会の業務を掌理する。 
（４）監事 監事は、協議会の義務および会計を監査する。 
（役員等の選任） 
第 10 条 理事及び監事は、総会において会員のうちから選任する。 
２ 会長及び副会長は、理事の互選による。 
３ 顧問は会長が委嘱する。 
（役員の任期） 
第 11 条 役員の任期は、2 年とする。ただし再任を妨げない。 
２ 役員は、その任期が満了した後においても、後任者が決定するまでの間、その業務を行なう

ものとする。 
第４章 会議 
第 12 条 会議は、総会ならびに役員会とする。 
２ 会議は会長が招集し、構成員の過半数の出席によって成立する。 
３ 会議は、会長が議長となり、議決は出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは議長が

これを決する。 
（総会） 
第 13 条 総会は、定時総会及び臨時総会とする。 
２ 定時総会は、毎年度終了後２ヶ月以内に開催し、臨時総会は、会長が必要と認めたとき、ま

たは会員の３分の１以上の者の請求があったとき開催するものとする。 
３ 総会には次の事項を付議するものとする。 
（１）規約の変更 
（２）業務計画ならびに業務報告 
（３）予算ならびに決算 
（４）その他協議会運営に係る重要事項 
（役員会） 
第 14 条 役員会は、正副会長及び理事会とする。 
２ 役員会は、会長が必要と認めたときに開催する。 
第５章 事務局 
（事務局） 
第 15 条 協議会の業務を処理するために事務局をおく。 
２ 事務局に関する規定は、理事会の議を経て別に定める。 
 
第６章 会計 
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（会計年度） 
第 16 条 規定の会計年度は、４月１日から（翌年）３月 31 日までとする。 
（会費） 
第 17 条 協議会の運営に必要な経費は次に掲げるものをもって充てる。 
（１）会費（年額 ６，０００円） 
（２）寄付金その他 
（分担金） 
第 18 条 協議会は特別な業務を必要とするときは、総会の議を経て分担金を徴収することがで

きる。 
  附則 
１．本規約は昭和 51 年９月 25 日から施行する。 
２．設立総会において選任された役員の任期は、昭和 53 年、定時総会までとする。 
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神奈川・静岡地区広域共同防災協議会規則 
 
（名 称） 
第 １ 条 本会は、神奈川・静岡地区広域共同防災協議会（以下「本協議会」という。）と称す

る。 
（目 的） 
第 ２ 条 本協議会は、２００8 年 12 月 18 日付け「神奈川・静岡地区広域共同防災組織に関す

る協定書」（以下「協定書」という。）第３条第 1 項の定めに基づき設立された本協議会の効果的

な広域共同防災体制を確立し、もって円滑な組織運営を行うことを目的とする。 
（事 業） 
第 ３ 条 本協議会は、前条の目的を達成するため、次の各号に定める事業を行う。 
 （１）広域共同防災組織の活動に関する年間計画の立案 
 （２）防災訓練の計画および実施 
 （３）防災要員の教育計画および実施 
 （４）広域共同防災活動 
 （５）防災資機材等の技術的検討および維持管理 
 （６）協議会の予算の策定および管理 
 （７）神奈川・静岡地区広域共同防災規程の制定改廃に関する事項 
 （８）前各号に関する附帯事項その他本協議会の目的を達成するために必要な事項。 
（会 員） 
第 ４ 条 本協議会は、協定書別表-１に掲げる事業所（以下「構成事業所」という。）を会員と

して構成する。 
２ 本協議会への入会を希望する事業所、本協議会からの脱退を希望する構成事業所および広域

共同防災組織に関係する保有タンクの状況に変動等を予定する構成事業所は、やむを得ぬ場合を

除き、前年度の４月末までに書面にて、第６条で定める本協議会会長（以下「会長」という。）

に通知する。 
（組 織） 
第 ５ 条 本協議会の組織は、別図－１に記載するとおりとする。 
（役員の種類と選任） 
第 ６ 条 本協議会に次の役員を置く。 
 （１）会   長    １名 
 （２）副 会 長    ２名 
 （３）幹   事    若干名 
 （４）会 計 監 査    ２名（正副２名） 
２ 前項に定める役員は、各構成事業所が推薦する者の中から、本協議会総会にて選任するもの

とする。 
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３ 第１項に定める役員の任期は原則１年とし、再任を妨げない。 
（役員の任務） 
第 ７ 条 役員の任務を次のとおり定める。 
 （１）会長は、本協議会を代表し、統括する。 
 （２）副会長は、会長を補佐し、会長が事故あるいはその他の事由により長期に任務を全う 
   できない場合には、その職務を代行する。 
 （３）幹事は、幹事会を組織し、本協議会の運営に関する事項を審議する。 
 （４）会計監査は、本協議会の会計を監査し、その結果を総会に報告する。 
（機 関） 
第 ８ 条 第３条の事業を遂行するため、本協議会に次の機関を設ける。 
 （１）総会   
 （２）幹事会 
 （３）事務局 
（総 会） 
第 ９ 条  総会は、次の事項を審議決定する。 
 （１）当年度の事業計画および予算。 
 （２）前年度の事業報告および収支決算。 
 （３）「神奈川・静岡地区広域共同防災規程」および「本協議会規則」の制定および改廃 
 （４）役員の選任および解任 
 （５）広域共同防災組織費用負担割合の制定および改定（計算手法を含む） 
 （６）構成事業所の本協議会への加入および脱退 
 （７）その他、本協議会の運営に関し会長が必要と認める事項 
２ 総会は、毎年度初めに開催する定期総会のほか、会長が必要と認めたとき、もしくは構成事

業所の過半数から臨時総会開催の要求がなされたとき、全ての構成事業所を招集して 
開催する。  
３ 臨時総会の開催が不可能で会長が認めた場合は、書面をもって総会を代行することができる。 

その場合、議事の決議は、第１０条第２項に準じる。 
（総会成立と決議） 
第 １０ 条 総会は、構成事業所の過半数の出席により成立する。 
２ 構成事業所は、一事業所ごとに一議決権を有するものとし、総会の議事は、出席した構成事

業所の議決権の過半数をもって決定し、賛否同数のときは議長がこれを決定する。 
３ 総会に出席できない構成事業所は、委任状をもってその代理人に総会における議決権を行使

させることができる。この場合は、総会の議長に当該委任状を提出するものとする。 
４ 総会の議長は、会長がこれにあたる。 
５ 会長は、総会の議事録を作成し、これを本協議会が存続する期間保管するものとする。 
（幹事会） 
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第 １１ 条 幹事会は、会長、副会長および幹事をもって構成し、次の職務を行う。 
 （１）総会の付議事項の立案 
 （２）総会の運営 
 （３）その他本協議会の運営に必要な事項 
２ 幹事会は、必要に応じ会長が招集する。なお、会長は必要に応じて幹事以外の者（ただし、

構成事業所（もしくは当該構成事業所の従業員）に限る）をオブザーバーとして参加させること

ができる。 
３ 幹事会は、第１項に定める職務の全部または一部を事務局に行わせることができる。 
（事務局） 
第 １２ 条 本協議会の事務を円滑に処理するため事務局を設ける。ただし、本事務局は 
本協議会構成事業所以外の管理会社等に委託することができるものとする。 
２ 第１項で定める事務局の決定は総会の決議によるものとする。 
３ 事務局は幹事会の指示により本協議会の運営に必要な事務を行い、幹事会に報告を 
行う。 
（会 計） 
第 １３ 条 本協議会の運営に係る費用については、協定書に基づき徴収する会費をもって充て

るものとする。 
２ 会長は必要に応じて、総会の承認を得て臨時会費を徴収することができる。なお、特定の構

成事業所の便益に係る費用については、当該構成事業所の了解を得て臨時に当該構成事業所から

費用を徴収する。 
（会計監査） 
第 １４ 条 会計監査は、いつでも会長もしくは事務局に対し会計の報告を求め、又は財産の状

況について調査することができる。 
２ 会長は、当該会計年度終了後、遅滞なく収支計算書を作成し、添付書類とともに会計監査に

提出し、監査を受けなければならない。 
（監査報告） 
第 １５ 条  会計監査は、定期総会開催の１週間前までに会長に監査報告書を提出し、又総会に

おいて監査報告を行うものとする。 
２ 構成事業所が１ヶ月前までに事前通知を行って、会計および監査報告に係る証憑類の閲覧を

会長又は会計監査に求めた場合は、会長並びに会計監査はこれに応じるものとする。 
（余剰金処理） 
第 １６ 条 事業年度末において余剰金が生じたときは、総会の決議を経て、翌事業年度にこれ

を繰越しするものとする。 
（防災資機材の備付等） 
第 １７ 条 石油コンビナート等災害防止法および関係法令等の定めに従い、本協議会は、別表

－１に定める防災資機材（以下「本資機材」という。）を備え維持するものとする。 
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（防災資機材等の保有形態） 
第 １８ 条 本協議会は、本資機材等を保有するにあたり、リース方式を採用するものとする。 
２ 本協議会は、総会の承認を得て、リース会社とリース契約を締結する。 
３ 本協議会は、総会の承認を得て、本資機材等の備え付けに必要な施設等の賃貸借契約等を締

結する。 
（費用の負担割合） 
第 １９ 条 協定書第８条に定める計算手法および各構成事業所の負担割合を資料－１のとお

りとする。 
２ 前項に基づき算出された負担額の決定および改定は、総会の承認事項とする。 
３ 協定書第１３条に定める事由により負担割合の変更が生じる場合は、次のとおり取り扱う。 
 （１）協議会への入会またはタンク基数の増加による変更 
    第４条第１項または第２項の定めにより総会で承認された、当該の入会またはタンク 
    基数増加が生じる月分から変更する。 
 （２）協議会からの脱退またはタンク基数の減少による変更 
    ・第４条第２項に定める時期（前年度４月末）までに届出のあった脱退またはタンク 
     基数減少については、当該月の翌月分から変更する。 
    ・第４条第２項に定める時期（前年度４月末）以降に届出のあった脱退またはタンク 
     基数減少については、当年度の負担割合の変更は行わず、翌年度４月から変更する。 
４ 所轄消防署等の指示 
 所轄消防署等により、「警防計画」「警防活動計画」等の変更を指示された場合はその指示内容

に従って必要資機材および負担割合を見直す。 
（支払方法） 
第 ２０ 条 協定書第７条に規定する費目の支払方法は、以下のとおり定める。 
 （１）構成事業所は、協定書第７条第１号、第２号に関する費用を、リース契約に基づいて 
   支払うものとする。 
 （２）構成事業所は、協定書第７条第３号に関する費用を、総会にて承認を得るものとする。 
２ 前項各号の支払い方法の詳細（請求日，支払期限，振込先等）については、総会で承認を得

るものとする。 
 （１）請求書は本協議会会長名で、各構成事業所に発行されるものとする。 
 （２）協定書第８条第４項に関する負担金の千円未満の端数は、切り上げ処理する。 
（事業年度） 
第 ２１ 条 本協議会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日とする。 
（加入および脱退） 
第 ２２ 条 本協議会への加入および脱退は、総会の決議によるものとする。 
２ 本協議会は、新規事業所の加入の時期を、加入直前の定期総会にて承認された月の翌月から

加入したものとする。 
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３ 本協議会は、構成事業所の脱退の時期を、法的な要件を満たしたこと（単独での資機材保有，

タンク廃止，操業停止等）を確認・決議した定期総会開催月末をもって脱退したものとする。 
（解散および手続） 
第 ２３ 条 本協議会は、総会の決議により解散することができる。解散の決議は、総会におい

て全構成事業所の４分の３以上の同意がある場合に成立する。 
（残余財産の処分） 
第 ２４ 条 前条に基づく本協議会の解散に当たり、本協議会の財産および債権債務を清算の後

なお残余財産がある場合は、構成事業所は、原則として協定書第８条に基づいた負担割合に応じ

て分配を受け、また、債務がある場合には当該費用負担割合に応じてその債務を負担する。 
（承継） 
第 ２５ 条 協定書第１８条により、第三者に当該事業を承継させる場合は、やむを得ぬ場合を

除き、直前の総会承認事項とする。 
２ 前項により事業を承継したものは、承継後遅滞なく事務局にその旨を連絡すること。 
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静岡県沿岸排出油等防除協議会会則 
 
平成 ９年１１月 制定 
平成１２年 ６月 一部改正 
平成１９年１０月 一部改正 

（目的） 
第１条 この協議会は、静岡県沿岸海域において著しく大量の油等が排出された場合における排

出油等の防除について、関係者により必要な事項を協議し、かつ、的確な防除措置の実施を図

ることを目的とする。 
 
（名称） 
第２条 本会の名称を、「静岡県沿岸排出油等防除協議会」（以下「協議会」という。）という。 
 
（地位） 
第３条 協議会は、海洋汚染防止等及び海上災害の防止に関する法律（昭和 45 年法律第１３６）

第 43 条の６の規定に基づく協議会とする。 
 
（協議会の業務） 
第４条 協議会は、次の業務を行う。 
 （１）排出油等の防除に関する計画の策定 
 （２）排出油等の防除に必要な施設、資機材の整備の推進 
（３）排出油等の防除に関する研修及び訓練 
（４）排出油等の防除活動の実施の推進 
（５）その他排出油等の防除に関する重要事項の協議 
 

（組織） 
第５条 協議会は、会長、副会長及び会員をもって組織する。 
２ 会長は、清水海上保安部長をもって充てる。 
３ 会長は、会務を総理する。 
４ 副会長は、下田海上保安部長、静岡県総務部防災局長及び石油連盟海水油汚濁処理協力機構

静岡市部長をもって充てる。 
５ 副会長は、会長を補佐する。 
６ 会長は、協議会の業務を円滑に推進するため、その職務を下田海上保安部長に代行させるこ

とができる。 
７ 会員は静岡県沿岸における排出油等の防除に関し、本会の趣旨に賛同する機関、団体又は法

人とする。 



 

60 

（会議） 
第６条 会議は、総会及び幹事会とし、会長が招集する。 
２ 総会は、毎年６月定例的に開催する通常総会及び必要の都度開催する臨時総会とする。 
３ 会員は、必要があると認められるときは、会長に会議の招集を求めることができる。 
４ 会議の招集は、会議の目的、日時及び場所を明示した方法により、開催日の 15 日前までに

会員に通知しなければならない、 
５ 会議の議長は、会長がこれに当たる。 
 
（総会の議決事項及び定足数） 
第７条 総会は、この会則に定めるもののほか、協議会の運営に必要な重要事項を議決する。 
２ 会員は、それぞれ１個の表決権を有する。 
３ 総会は、総会員の過半数の出席がなければ、議事を開き議決することはできない。 
４ 総会の議事は、出席した会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 
５ 総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について書面をもって表決し、又は

他の出席会員に表決権の行使を委任することができる。この場合には、その会員は出席したも

のと看做す。 
 
（幹事会の議決事項等） 
第８条 幹事会は、この会則に定めるもののほか、協議会の円滑な運営を図るため、次の事項を

議決する。 
（１）協議会の執行に関する事項 
（２）総会によって委任された事項 
（３）その他協議会の運営に必要な事項 
２ 幹事会は、別表に掲げる会員で構成し、会長が必要と認めたとき招集する。 
３ 幹事会の定足数等については、前条の規定を準用する。 
 
（訓練） 
第９条 協議会は、著しく大量の油等が排出された場合における排出油等の防除活動を迅速かつ

的確に実施しうるよう、随時、研修及び訓練を実施し、会員の防除活動の知識及び技術の向上

を図るものとする。 
 
（情報の伝達） 
第 10 条 会長は、著しく大量の油等が排出され、又は排出のおそれがある場合は、会員に対し、

すみやかに事故に関する情報を通知する。 
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第 11 条 会長は、著しく大量の油等が排出され、又は排出のおそれがあり、必要と認める場合は、

会長を本部長とする総合調整本部を設置し、会員に対し、情報の共有や既に実施された防除措

置の状況の周知等に努めるとともに、会員が、それぞれの立場に応じて相互に連携し、所要の

協力を図りつつ、迅速かつ的確な防除活動を実施できるよう調整を行うものとする。 
２ 会長は、必要に応じて、原因者、ＰＩ等の保険機関担当者（保険査定人を含む。）、独立行政

法人海上災害防止センターの職員その他の防除を的確に実施するために必要となる知識を有

する者及びその防除措置を講ずるために有効であると認められる者等会員以外の関係者も総

合調整本部に参加を要請するものとする。 
 
（経費の求償） 
第 12 条 排出油等の防除活動に要した経費の求償に関する事務は、原則として、各会員ごとに実

施するものとし、協議会はその調整及び促進を図るものとする。 
 
（災害補償） 
第 13 条 排出油等の防除活動に出動した者が、そのために死亡し、負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は廃疾となった場合における災害補償については、法令に別段の定めがあるもののほか、

当該被災した職員が所属する機関が当たるものとする。 
 
（排出油等防除計画に係る意見の提出） 
第 14 条 協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第 43 条の６第２項の規定に基

づき、会員の協議により必要と認めるときは、静岡県沿岸海域に係る同法第 43 条の５第１項

の排出油等防除計画について、海上保安庁長官に対し、意見を述べるものとする。 
 
（事務局） 
第 15 条 協議会の事務局は、清水海上保安部警備救難課とする。 
 
附 則 
  この会則は、平成 12 年６月 19 日から施行する。 
 
附 則 
  この会則は、平成 19 年 10 月 22 日から施行する。 
 
 


